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論文　RC 構造物の 非線形地 震応答解析に基づ く残存耐震性能評価の 検討
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’3

要旨 ： 本論文 で は ， 鉄 筋 コ ン ク リー ト構造物 の 残 存耐震 性能評 価手法 に っ い て ，内陸直下

型 地震動 を対象 と し た非線形地 震応答解析を行 い ，既往の 研 究で 定義 され て い る最大応答

変位 と復元力特性 か ら計 算され る耐 震性 能低減係数 ηに対 し て ，非線形地震 応答解析 に よ

っ て得 られ た残留変位か ら逆算 され る耐震性 能低減係数η

’
が，ど の ような因子 を共有する

相 関関係 にあ る の か を調 べ る とと もに ，耐震性能 を表 す他 の 指標 （損傷指標 ） と の 関係に

つ い て検討 した 。
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1．は じめ に

　地震に よ り被災 した建築物に つ い て ，継続使

用や補修 ・補強 の 要 否判定 を下す には，建築物

が有す る真の 残存耐震性能 を評価す る こ とが 必

要 で ある。被災度 区分判定基 準 りで は ， 被災 し

た 建築物の 鉛直力 を支持す る構 造部材 を 5 段階

の 損傷度ご とに 分類 し，各損傷度 に分 類 され た

鉛直 力支持 部材数の 全鉛直力支持部材総数 に対

す る割合に，各損傷度 と対応す る耐震性能低減

係数 ηを乗 じて ， 耐震性能残存率 R を算出 し，

こ れ に よ り建築構造物 の 被災度を判定 し て い る。

こ の とき耐震性能低減係数 ηは，静的載荷時に

得られ た 部材の残 留ひ び割れか ら推定 され る残

留変位お よび そ の 載荷サイ クル にお ける最大 変

位か ら求め られ る履歴 エ ネ ル ギーに基づ き定義

され て お り，基準
1）に 示 され て い ない 部材お よ

び架構に つ い て は ， 耐震性 能低減係数 ηと損傷

度 と の 関係を実験的に検証す る新 たな取 り組 み

も見 られる
2）

。

　 しか し ， 曲げひ び割れ が卓越す る部材 の よ う

に ， 部材 の 残留変位と残留ひ び 割れ幅が概ね比

例する 場合 ， 静的載荷時 にお い て 最大変位菟 脳

とそ の 同
一

載荷サイ クル にお け る除荷時残留変

位か ら推定 され る損傷度は ， 動 的 載荷時にお い

て こ れ と等 しい 最大 変位 螽麒 を経験 し た 場合に

あ っ て もそ の 応答終 了時 の 残 留変位 か ら推定さ

れ る 損傷度 とは
一

致 しな い 可能 性 が ある。そ の

場合，動的 載荷時 の 残留 変位 か ら判断 され た損

傷度 に基づ い て ，耐震性 能 低減 係 数 と して静的

載荷時の 履歴か ら定ま る耐震性 能低 減係 数 ηを

適用する と，残存耐震性 能を適切に評価 して い

な い こ とにな る恐れ が ある 。

　そ こ で 本 研 究で は ，鉄 筋 コ ン ク リ
ー

ト構造物

の 残 存耐 震性能を適切 に評価す る指標を検討す

るた めに ，構造物 を簡単な 1 自由度系 とみな し，

系の 復元力特性 ， 履歴則 ， 固有周 期を解析 パ ラ

メ
ー

タに，内陸直下型地震動を対象 とした 非線

形 地震応答解析 を行 っ た 。さらに ，最大 変位か

ら計算 され る耐震性能低減係数ηに対 して ，残

留応答変位か ら計算 され る耐 震性能低減係数ガ

が ど の よ うな因子 を共有す る相関関係 にある か

を調 べ る とともに ， Park＆ Ang の 損 傷指標
3）
と

の 対応 につ い て 検討を行 っ た 。

2．本論文で 対象とする残存耐震性 能評価指標

2．1 耐震 性能低減係数 ηとη
゜

　（1）耐 震性能 低減係 数 ηの 定義

　被災度区分判定 基準
1）
で 示 され て い る耐震性
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能低減係数ηは次 の よ うに求め られ る。まず ，

単調載荷時 の 荷重
一
変形 関係 で履歴 が 表 され る

もの と した とき，終 局変位 嬬 ま で の 履歴面積 を

全 エ ネ ル ギ
ー

吸収能力 Em 　、x と し，最大応答変位

（s，a ，p と最大応答 と同
一載荷サイク ル にお け る

除荷時残 留 変位 is とを結ぶ 直線が 囲 む履 歴 面

積 を消費エ ネル ギーEd と し ， 両者の 差 （EiElnax

− Ed） を残存 エ ネル ギ
ー吸収能力 Er と定める。

各履歴 エ ネル ギ ー
の 分類 を 図

一1 に 示 す。

　こ の と き，耐震性能低減係数 ηは全 エ ネ ル ギ

ー吸収能力 Emax に対 す る残 存エ ネル ギ
ー

吸収能

力 Erの 割合 と して次式 の よ うに定義 され る 。

　　 　　 　 Er
　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　　（1）　 　 　 η

＝
　　 　　 Ed ＋ Er

　本論文 では ， 地震応 答解析 にお け る最大 変位

嬬 鯲 ρ を 図一1お よび（1）式 に 当 て はめ て ，耐震性

能低減係 数ηを計算 した 。

　（2）耐震性能低減係 数ガの 定義

　地 震応答解析 か ら得 られ る残 留変位 鑑D に対

応す る除荷 剛性 を用 い て 最大変位 （X，ax ．s を逆算

し，図一2 に示 す よ うに，最大変位 鑑脳 5 と残 留

変位 δψ とを結 ぶ直線が囲む履 歴 面積を消費 エ

　 　 　 　 　 ウ　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　

ネ ル ギーEd と して ， （1）式 の Ed を Ed に置換 した

値を耐 震性 能低減係 数ガと定義 した 。

2．2 残留変位 比

　前節 に示 し た耐震性能低 減係 数ηと η
拿
の 違い

は ， 耐震性能低減係数を計算す る際に，地震応

答解析で得 られ た最大変位 tX
： exJ ） を用 い るか 残

留変位姦D を用 い る か の 違 い で ある 。 最大変 位

tX
， 。，p に つ い て は ， 非線形地震応 答解析 を用 い る

以外に も様 々 な推 定手 法が提案され て い る
4）
が ，

残留変位轟ρ に っ い て は ，非線形地震応答解析

以外の 推定手法は確立 され て い ない 。そ の た め ，

残 留変位 4D を対象と した研 究 で は ， 最大変位

妬 脳 ρ に対 す る定性 的あ る い は 定量 的な傾 向 を

残留変位比 rpを用 い て 説明する こ と が多い 。 こ

こ に残留変位比 rpは，最大応答変位に対す る残

留変位 の 比 （螽p ／6inaxp）と して表 され る。鉄 筋

コ ン ク リ
ー

ト構 造部材を対象 とした残留変位比

rpに関す る既往の 研究では ， 残留変位比 が 0〜

　　 　 ＆　　＆s 昏　　　　〜拙 ρ　　　　　＆　　　　変位

図一1　履歴 エ ネ ル ギーの 分類 と名称の 定義
1）

罐

図
一2　消費 エ ネ ル ギーEd

’

の 定義

O．5 の 区間に ば らつ き
5）

， そ の ば らつ き具合 は除

荷剛性 に依存す る 可 能性 が指摘 され て い る
6）
。

　残 留変位 比 rp自体は建 物 の 残存耐震性 能を直

接測 る指標で はな い が ，耐 震性 能低減係数 ηと

q
’
の 関係 を検討する 上 で 重要 な指標で ある と考

え， 本論文 の 検討対 象指標 に含 めた。

2．3Park ＆ Ang の 損傷 指標

　残存耐震性能 とい う表現 は用 い られ て い な い

が，提 案 され て い る損傷指標 の 多くは，残存耐

震性能 を【0，1】区間に基 準化 して表現 したも の

で あ ると言い 換え られ る。本論文で は，鉄筋 コ

ン ク リ
ー

ト部材 の 損傷指標 と して ， （2）式 で 表 さ

れ る，最大応答変位 と履歴 エ ネル ギーの 吸収を

考慮 した Park＆ A   の 損傷指標
3）を用 い た。

　　　・ ・
竪・蠢∫班 　 　 …

こ こ に ， D ：損傷指標 ，
　 Ojax；最 大変位，嬬；終局

塑 性変位，（〜y ： 降伏強度，β： 正 の 定数 （O．15），

dE ： 履 歴 エ ネル ギーの 吸収 増分で ある 。
　 D が 1
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を超 え る と崩壊状態に な る もの と して 定め られ

た指標 であ る 。

　本論文 で は ， 耐震性 能低減係数 ηお よび ガと

損傷度 との 対応を検討する際に ， 連続 量で表示

可能な Pafk ＆ Ang の 損傷指標 が損傷度 （5 段 階

表 示）を代用する指標 と考え検討対象 と し た。

3．地震応答解析

3．1 解析モ デル

　対象とす る RC構 造物が 1 自由度振 動系 に置換

可能 で ある と仮 定 し，
1 自由度振動 系 を解析対

象 と した 。 系 の 復元 力特性 は，降伏荷重を e，
，

降伏時変位を4 とお くと，ひ び割れ強度 g。 が 降

伏荷重の 1／3 （−g／3），ひ び割れ 強度時の 変位 d

が 降伏時変位 の 1110 （＝犁10）で あ る と し た。

降伏後 剛 性 は 弾性 剛 性 の lllOOOと し た。履歴 則

に は Takeda 　MOdel を用 い た。減衰は瞬 間剛性比

例型と し，減衰定数を 5％ と した。

3．2 解析パ ラ メータ

　系の べ 一
ス シ ア 係 数 Co を O．3， 終 局塑性 率 k

を 6 と定め ，解析パ ラ メータとして ，弾性 固有

周期 T は 0．2 秒，0．3 秒，0．4 秒お よび 0．5 秒の 4

通 り，Takeda ・MOdel に 用い る除荷剛性低減指数

α を 0．0 か ら 0．7まで 0．1刻み の 8 通 り設定 し た 。

ちなみ に除荷剛性 低減指数α は ， 除荷剛性 Kr の

変数 と して ，

　　　莓 嬲
・ガ　　　 …

と表され る。 こ こ に，ら ： 除荷直前 の 折 り返 し

点 変位で あ る 。

3．3 解析 手法

　非線形 地 震 応 答解析 に用 い る入 力 地 震動 は

1995 年兵庫県南部地 震で 観測 され た 強震記録

（JMA 　Kobe　1995 （NS 波））と し た。そ の 際，

目標塑性率μア が 1．5，2，3 お よび 4 とな る よ う

に入 力地震 動 に倍 率 を乗 じ ， 最大塑性率 が 目標

塑性率k に対 して 4％以内に なるま で繰 返 し計

算を行 っ た 。 な お ，，u7
＝ 2 以下 を設定 し た の は，

比 較的軽微な損傷を受 けた 構造物 の 残 存耐震性

能を検討 す るため で あ る。

4．解析結果

4．1 分 析用 因子 の抽出

　は じ め に ， 本論文 で 対象 として い る耐震 性能

低減係数 ηお よび u
’

の 算定 に必 要な変数を整理

す る。耐震性 能低 減係数 ηお よ び η

’

の 算定に は

履歴特性 を示す様 々 な変数が必 要 となるが，そ

の 中で も最大変位a。。x と残 留変位 δ｝が重要な変

数で ある と仮 定 し， それ以外 の 様 々 な変数 （履

歴特性 を表す変数，入 力地震動を表す確率変数，

非線形地 震応答解析 の 計算精度 を表す誤差変数

な ど）を X お よ び誤 差項 s と して ま と め る と，（4）

式 の よ うな確率関数で 表 され る。

　　　η

’

−fi（es。 、X．s，δ．，。 ，x ）・ ・

　　　η
．f、（6mVLo ，6r，s，X ）＋ E 　　　　

（4）

こ こ で を用い る と，地震応答解析で 得られた 最

大 変位 妬眠 ρ と 同
一

載荷サ イ ク ル に お け る 残 留

変位参s，お よび，地震応答解析で 得 られた残留

変位 醇p と最大応答変位 ci。 ，，gs との 関係 は（3）式か

ら確 定的に定式化 され ，

　　　δ
．．s − 9（a ．

6a
。 。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　　　δ

Ut
＝9

−i
（a しSrD）

と表 され る 。 （5）式 よ り（4）式に含まれ る変数 を整

理する と ，

　　　n
’

＝ f2（a ，δ．．D ，x ）＋・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　　η ・ 茄 ，δ。 ψ

1 ）＋ε

となる 。 こ こ で残 留変位比 rpが渡邉 ら
S〕
に よ り，

ゲ 尻 ゆ
（7）

で 定義 され て い る こ と を踏ま え る と （6）式 は ，

　　　η

．

＝h （a ．rp．δms ，gD ，孟う＋ s

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　　　η 一　f2　（a ，　Sm 、，、D ，x ）＋ e

の よ うに ま と め る こ と が で きる。（8）式の 最大変

位 tSh 。，LP は降伏 変位 4 で 除す こ とで 目標塑性 率

μr に置換可能で ある 。 また ， 32 節 の パ ラメ
ー

タ設 定に お い て 降伏変位4 は 弾性固有周 me　T で

一
意に決 ま る こ とか ら，（8）式は ，

　　　・
 

ゐ（a ，・，
，T，・，，x ）・ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　　　 η 旨ム（¢ ，r，μr ，x ）＋ ・

の よ うに 表す こ とが で き る 。 （9）式 は ， 耐震性能

低減係 数ηと η

’

と の 関係を分析 す る の に あた り，
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図
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o．1　　　　　　ロ2　　　　　　 e．3
　 残 留変位比 γ
　 　 　 　 　 ，

図一7　α と γ
。
の関係

O．4　　00　　　　　 01　　　　　 02　　　　　 03　　　　　 0、4
　 　 　 　 　 　残留査位比γ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 P

図
一8　μ T と γ p の 関係

3．2 節に 示 し た 解析 パ ラ メ ー
タ （固有周 rc　T，除

荷剛性低減指数 α ， 目標 塑性 率 μr） と残 留変位

比 rpが ， 分 析対象因子 とな り得 る こ とを示 して

い る 。 以上 よ り次節で は ， 固有周 期 T， 除荷剛

性低減指数 α ， 目 標塑性 率 μr お よび残留変位比

rpが，耐震性能低減係数η と n
’
と の 関係に ど の よ

うに影 響 して い る の か を分析す る。

4．2 ガノηおよびrpに 与える T，α ，μγの影響

　耐震性能低減係数 ηと ゲの 間 に比 例 関係 が認

め られ る場合 ， 地震 後 の 建 物 の 残 留変位か ら推

定され る損傷度 とそれ に応 じた耐 震性 能低減係

数 o
’
に補正係 数を乗 じるだ け で ，静的載荷時の

結果 と整合性 を持た せ た耐震性能低減係数 ηに

換算す る こ と が で きるはずで ある e そ こ で ， 耐

震性 能低減係 数ηに対す る耐震性能低減係数n
’

　 　 ゆ　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　の

の 比 η〆ηに着 目 し，（9）式 に お い て ηと η の 共通

因子 とな っ て い る 固有周期 T，除荷剛性低減指

数 αお よび 目標塑性率 μr が n
’
lpの 分布に ど の よ

うな影響を 与え て い るか を検討 した結果を，図

一3〜図
一5 に示す 。 また ， （9）式 にお い て ガに の

み変数 と し て 含 まれ て い る残留変位 比 rpが ，

　

η1ηと ど の よ うな関係 に あるの か を調 べ るため

に ， そ の 予 備 解析 と して ，残 留変位比 rpの 分布

とそ の他の 共 通因子 （固有周期 τ，除荷剛性低

減指数 α お よび 目標塑性率仰 ）の 関係 を，図
一6

〜
図

一8 に示す。

　図
一3 は

， 耐震性 能低減 係数 ηに対す る O
’

の 比

ゆ

η／ηと固有周期 T との 関係 を示 した グ ラ フ で あ

る。η

’
1ηの 分布 が正規分布 に従 うもの と仮定 す

る と ， T＝O．2 秒で η

’

！ηの 平均 μ
＝・1、248 お よ び標

準 偏 差 σtO ．231，
　 T＝0．3 秒で μ

＝1．462 お よび

隹 0．316，T＝ 0．4 秒で μ
＝ 1．411 お よび σ ＝ O．222，

T＝ O．5 秒で μ
＝ 1，360 お よ び o ＝ O、318 と な る 。 固

有周期 T に関わ らず，n
’

／ηは 1〜1．8 の領域 に分

布 して い る。

　図
一4 は ， η

’

1ηと除荷剛性低減指数 α との 関係

を示 したグラ フ で ある 。 図
一3 同様 に n

’

／ηの 分

布が 正 規 分布 に従 うも の と仮定する と，α ＝ 0．0

で η

’

Xηの 平均 4 ＝1．408 お よび 標準偏差 cp・O．304，

α ＝ O．7 で μ
＝ 1．317 お よび σヒ0．268 で ある。α が

大 きくな る と ij
’
1ηの 平均値μお よび標準偏差 σが

僅か に 小 さくなるが，q
’
！η分布 に αが 強く影響 し

て い る と は言 えな い 。

　図一5 は，ゲ／ηと目標塑性 率k と の 関係 を示
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した グ ラ フ で ある。これま で

同様η

曝
！ηの 分布が 正規分布 に

従 うもの と仮定す る と ， PT＝＝

L5 で n
’

！opの 平均 μ
＝1．080 お

よ び標準偏 差 σ＝ 0．023，μr
＝2

で μ
ニ 1．153 お よび σ ＝ O．026，

μ7
＝3 で μ

； 1，358 お よ び

σ ＝0，064，μ7
＝ 4 で μ

＝1．794

お よび σ ・O．109 で ある。μr が

大 き くな る に つ れ ，η

’

1ηの 平

均 μお よび標 準偏差 σ とも に

大 き くな るが，μp が 2 以 下 の

場合 と ， μr が 3以上 の場合 と

で，η

’

ノηの 分布の 形状が 大 き

く異な っ て い る 。 すなわち，

20

幡

ω

腎

＼

俺

　

惆

55a2

0

隠

ミ
』

1・
竃。 “ ，　　　　　 02 　　　　　 a3 　　　　　 a4 　　ao 　　　　　O．l　　　　　 e2　　　　　　0．3　　　　　0．4

　 残 留変位 比 γ　　　　　　　　　　　 残 図喪位比 γ
　 　 　 　 　 P　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 P

　図
一9 各k に お ける ηY η とrpの 関係

μr が 2 以下 で は，デ1ηが 殆どぱ らつ きな く分布

して い るが，μr が 3 以上 では ， η

゜
1ηが大きくば

らっ い て 分布 して い る。

　図
一6 は，残留変位比 rpと固有周 期 τ と の 関

係 を示 した グ ラ フ で あ る 。 残留変位比 rpの 分布

が 正 規 分布 に 従 うもの と仮定す る と， T ＝ O．2秒

で rpの 平均 μ
； 0．191 お よび標準偏差 σ＝ 0．077，　T

＝o．3 秒 で μ 　＝＝o．124 お よび otO ．063 ，
　T＝＝O．4 秒で

μ
＝0．152お よび σ ・O．102， T＝ O．5秒で μ

＝ o．162

お よび （pu・O．068 で ある。固有周期 T に 関わ らず ，

rpは 0〜0．35 の 領 域に分布 して い る 。

　図
一7 は ， 残 留変位 比 rpと除荷剛性低減指数 α

との 関係を示 した グラ フ で ある 。 図
一6 同様 に

rpの 分布が正規分布に従 うもの と仮定する と ，

α
≡O．0 で rp の 平均 μ 　 ＝ O．217 お よび標準偏差

σ＝0．095， α ＝ ・ O．7 で μ　
＝ O．096 お よ び σ ＝ O．053 で

あ る。α が大 きくな るに っ れ rpの 平均μお よび標

準偏差σ が小 さくなる傾向に あ る。

　図
一8 は ， 残 留変位比 rp と 目標塑性率re との

関係 を示 した グ ラ フ で ある。こ れ まで 同Ut　rp の

分布が正 規分布 に従 うも の と仮定する と．μ7
≡

1．5 で rpの 平均 μ
＝ O．096お よび標 準偏差 σ± O．052，

k ＝ 2 で μ 　＝ ・O．159お よび o ＝ O．068，μr＝ 3 で μ
・＝

0．196お よび σ ＝0．081，μr
＝ 4 で μ

召 0」77 お よび

altO，089 で ある。　th が大きくなる にっ れ ，　 rpの

平 均μお よび標 準偏差 alま と も に大 きくなる傾

向に ある。

　以上 よ り，耐震性能低減係数 ηに 対す る耐 震

　 　 　 　 　 　 の　　 　 　　 　　 ウ

性 能低減係数η の 比 η　iηは，固有周期 T お よび

除荷剛性低減指数 α に よ る影響は小 さく ， 目標

塑性率k の 影響を強 く受 ける こ とが分か っ た。

一方，残留変位比 rpは ， 固有周ma　T に よ る 影響

は小 さい が，除荷剛性低減指数 α お よび 目標塑

性 率k の 影響 を受け る こ とが 分か っ た。すな わ

ち，η

’

／ηとrpが ともに強 く従属 し て い る変数は

目標塑性 率 μ7 であ ると い うことが分か っ た 。そ

こ で 次節で は， 目標塑 性 率 th の 値 を固 定 して

ガ！ηとrpとの 関係 を調 べ る こ と とす る 。

4．3　 q
’
／nとrpとの 関係

　図
一9 は ， 各 目標塑性率k に対 し て ，ガ！ηと

残留変位比 rpとの 関係 を示 した グラ フ で ある。

回帰分析を行 っ た結果 ， μアが 大 き くな るに つ れ

η

’

1ηと残留変位比 rp との 相関係数は小 さくな る

が ， 相関係数が最 も大き い 場合で も t＝O．59 で あ

る こ とか ら ， ガ！ηと残留変 位 比 h と の 間 に 強 い

相関は見 られ な い とい うこ とが分か っ た。

　 さ ら に 図一9 よ り，目標塑性 率 reが L5 お よ

び 2 の 場合を 「中小変形構 造物 亅，目標塑性 率

μr が 3 お よび 4 の ときを 「大 変形構造物亅 と仮

定した とき ， 中小変形構造物 では η

’
1ηは 1，1 程
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図
一10　各 η

’

，η と D の 関係

度 で 殆 どば ら っ か な い が ，大 変形構造物 で は

　

η／ηは L5〜2 に ば らつ くこ と が分か っ た 。すな

わち，大きな変位 を経験 した建物 ほ ど ， 残 留変

位か ら推定され る耐震性 能低減係数η
’

を基準
1）

で 定め られ て い る 耐 震性 能低 減係 数 ηに 補正 す

る の が難 しい こ とを示 して い る 。

4．4　耐震性 能低減係数 と損傷指標の 関係

　基 準
｝）
で は損傷度 に 対す る耐震性能低減係数

ηの 目安が示 されて い るが ， 損傷度が 5 段 階区

分表 示 で あ る た め ，損傷度 と 耐 震性能低 減係数

ηの 関係 を定量的に 分析する の は 難 しい 。そ こ

で ，損傷度を連続量で ある Park の 損傷指標 D

に置換で きる と仮 定す る と ， 耐震性 能低減係数

ηと損傷指標 D の 関係 は 図一10左 端の グラ フ で

表 され ，ηと D は 相関係数 no ．97 と い う高 い 相

関 を示 した 。

一
方 ，本論文 で 検討 し た耐震性能

低 減係数 q
’

と損傷指標 D の 関係 を，中小変形構

造物 と大変形構造物 とに分 けて図 一10 中央お

よび 右端の グラ フ に示 す と，どち らの グ ラ フ に
　 　 　 　 ゆ

お い て も η と D に高 い 相 関は見 られ な か っ た 。

た だ し， D 一
η回帰 直線 の 傾き を o

’

！ηの 平均 値

（中小 変形構造物で L112，大変形 構 造物で

1．572）で 除 した換算回帰直線 を，D 一
η回帰直

線 の 切片 （η
  0，D ＝1．6）を通 る よ うに D −

O
’

グラ フ 上に併記 した と こ ろ，中小変形構造物で

は換算回帰 直線 と D − o
’

関係 が概ね対 応 し て い

るが，大変形構造物で は換算回帰直線 と D 一ゲ

関係が対応 し て い なか っ た。

5．まとめ

12

0．8

o，4

゜

宅．4

o θ

．
偽

ii

旨

；

μ T
羂3・406

゜

气　
1°

　
12

η

　鉄 筋 コ ン ク リ
ー

ト構造 物 の 残 存耐 震性 能評価

手法 に つ い て ， 内陸直下型地震動を対象 と し た

非線形 地震応答解析を行い ，基準
1）で 定義 され

て い る耐震性能低減係 数 ηに 対 し て ， 非 線形 地

震応答解析に よ っ て 得 られ た 残 留変位 か ら逆算

される耐震性能低減係数 ガを提案 し ， ηと η
’

の 関

係お よ び影響因子 に つ い て検討 した 。 そ の結果，

目標塑性 率 μT が 2 以下 で は ， 小 さ い ば らっ きで

ガを ηに換算で きる と考え られ るが ，目標塑性

率μ7 が 3 以上 に な る と，ば らつ きが大 きく，ガ

を ηに換算で きな い と考 え られ る。
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